
様式第1号【別紙】
令和８年度働く人

加算⑧　複数の男性従業員が産後パパ育休＋１か月以上の育業相当の育業をしたこと

企業等の名称

＜従業員①＞

男性従業員①の育業状況

男性従業員：産後パパ育休＋１か月以上の育業相当（通算58日以上）

男性従業員：（中小企業等）産後パパ育休と合わせて通算45日以上の育業相当

)

7 年 5 月 14 日

令和 7 年 9 月 1 日 計 日

従業員①の育業中における就労状況

はい いいえ

一時的・臨時的な就労の詳細（欄が不足する場合は別紙を追加。様式自由）

　令和 7 年 8 月 20 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

　令和 年 月 日

期間 育業日数 一時就労日数
一時就労日数を

差し引いた育業日数

別名を使用している提出書類名（ タイムシート、育休申出書

上記従業員住所
    (※区市町村まで）

東京都○○区△△町
子の

生年月日

令和

従業員①

氏名
（住民票記載氏名）

ﾌﾘｶﾞﾅ ｺﾖｳ ｶｸﾄ
申請企業等の

代表者の三親等
内の親族でない

雇用　□人

旧姓・通称等
（提出書類に別名使用

の場合のみ記入）

ﾌﾘｶﾞﾅ ｶﾝｷｮｳ ｶｸﾄ

環境　□人

産後パパ育休 令和 7 年 5 月 14 日 ～ 令和 7 日 0 日 28 日年 6 月 10 日 28

日

育業１回目 令和 7 年 7

月 日 日日 ～ 令和 年
産後パパ育休

２回目
令和 年 月

日年 8 月 31 日 43月 20 日 ～ 令和 7

日

育業３回目 令和 年

月 日 日日 ～ 令和 年育業２回目 令和 年 月

日年 月 日月 日 ～ 令和

6

職場復帰日
育業日数合計

（一時就労除く）
70

株式会社▲▲▲▲

育業中に一時的・臨時的な就労を行った

日 日

日

日 1 日 42

日

10

就労理由

採用面接の準備の為1

就労日

2

3

7

8

9

4

5

申請書P1の「企業等の名称」と同じ

住民票のとおりに記入

アルファベットの場合はアルファベットで記入

別名の使用がなければ記入不要

育業期間を記入

・出生日以降の日付にすること

・少しでも就労した日は一時就労日となる

一時就労日数を除い

た育業日数の合計

土日祝日等関係なく、

育業を終了した次の

日を復帰日とする

エントリー前日までに

復帰していること

申請書P2と同じものに✓する

加算対象の男性従業員全員分（最大４人まで）を提出

三親等内の親族の範囲について

は募集要項P46別紙2参照

住民票のとおりに区市町村まで記入

一時就労がない場合は記入不要

産後パパ育休を未取得の場合記入不要

加算⑧（従業員①-1）



令和８年度働く人

株式会社▲▲▲▲

＜従業員①＞
雇用　□人

従業員①の就労状況

（育業開始1か月前と原職等復帰後の状況)

相違理由
※開始1か月前と原職等復帰後で相違がある

場合は記入必須

2

 有 無   有 無

自宅 コワーキングスペース 自宅 コワーキングスペース

その他（ ） その他（ ）

財団記入欄

育業開始1か月前 原職等復帰後

1

所属事業所

名称 株式会社▲▲▲▲ 株式会社▲▲▲▲

所在地 東京都●●区●●１丁目●番地●号 東京都●●区●●１丁目●番地●号

    勤務先
※従業員が実際
に業務を行ってい
る職場（出向先や
派遣先なども含
む）

名称
本人の希望もあり、仕事と育児の両立の
ために、通勤時間の短縮を図ることので
きる営業所に異動させたため。

所在地
本人の希望もあり、仕事と育児の両立の
ために、通勤時間の短縮を図ることので
きる営業所に異動させたため。東京都新宿区□□　◇-◇-◇ 東京都品川区〇〇町◇-◇-◇

所属事業所と同じ

所属事業所と同じ

所属事業所と同じ

所属事業所と同じ

株式会社▲▲▲▲
　　新宿営業所

株式会社▲▲▲▲
　　品川営業所

        相違理由
※「所属事業所」と「勤務先」
の名称または所在地が異な
る場合は記入必須

全営業所の従業員を本社事業所の所
属としているため。

全営業所の従業員を本社事業所の所
属としているため。

       所属部署
※組織の最小単位の所属
先
※ない場合は 「なし」と記入

総務課 総務課

3
    テレワーク勤務
※有の場合、テレワーク（在
宅勤務）規程を提出すること

テレワークをしている場所 テレワークをしている場所

所属事業所と同一の場合名

称・所在地は記入不要

・チェックボックスに を入れ

る

職場復帰日を含む月

育業の前後で変更があった場

合、経緯や根拠等を記入

●●部▲▲課■■

係であれば「■■

係」を記入

所属部署がない場合は「な

し」と記入してください

テレワークがある場合、いずれかに をいれてください

※テレワーク（在宅勤務）に関する規定を提出すること

育業開始日前日から1か月遡った日を含む月

（女性の場合は産前休業開始日前日から１か月遡った日

 加算⑧（従業員①-2）



令和８年度働く人

株式会社▲▲▲▲

＜従業員①＞
雇用　□人

従業員①の雇用状況
（雇用契約書、労働条件通知書、賃金決定通知書などで従業員に明示した労働条件の内容を記入すること）

1

有（ ） 有（ ）

無 無

 正社員 契約社員  正社員 契約社員

 パート・アルバイト  パート・アルバイト

） ）

 

4 週 月 年 ( 日） 週 月 年 ( 日)

日 週 月 年 日 週 月 年

時間  分 時間  分

　
 有 無  有 無

( 分） ( 分）

) )

円 円

円 円

 有 無  有 無

財団記入欄

3 雇用形態

育業開始1か月前 原職等復帰後
相違理由

※開始1か月前と原職等復帰後で相
違がある場合は記入必須

職務 033 総務・人事・企画事務の職業 033 総務・人事・企画事務の職業

 申請日時点で在籍しており、本奨励金支払い完了まで雇用を継続する予定である

2 役職

 その他 (  その他（

所定労働日数 5 5

5

      所定労働時間
※休憩時間を除いたもの
※時短勤務時間を含めて
記入 8 00 8 00

6
育児に関わる

時短勤務
 時短時間  時短時間

     その他 （

7 給与形態

 月給 日給 時給 年俸

     その他 （

 月給 日給 時給 年俸

300,000 300,000

職能に関する手当　（ない場合は0円と記入） 職能に関する手当　（ない場合は0円と記入）8

           賃金

※従業員に明示した労働条
件通知書等に記載されてい
る金額を記入

※職能に関する手当が複数
ある場合はその合計金額を
記入

基本給 基本給

職務手当を改定したため。
（賃金規定第●条第▲項記載）

10,000 15,000

＊役職手当、職務手当、資格手当などの責任の重さや職
務の難易度に対して支払われる手当

＊役職手当、職務手当、資格手当などの責任の重さや職
務の難易度に対して支払われる手当

9 出向の有無
※有の場合、出向に関する書類を提出すること ※有の場合、出向に関する雇用契約書を提出すること

育業の前後で変更があった場合、

経緯や根拠等を記入

厚生労働省職業分類中分類（記入例最終ページ）から選択）

雇用形態に関わらず、

必ず確認の上、 をい

れる

 加算⑧（従業員①-3）


